
　「実質赤字比率」は、福祉、教育、まちづくりなどの行政サー

ビスを行う普通会計（一般会計及びケーブルテレビ事業特別会

計）の歳出に対する歳入の不足額（赤字額）が標準財政規模に

対してどの程度の割合を占めるかを表す指標です。

　「連結実質赤字比率」は、町の全会計の歳出に対する歳入の

不足額が、標準財政規模に対してどの程度の割合を占めるかを

表す指標です。

　普通会計が負担する公債費や公営企業、一部事務組合などの

公債費にあてる繰出金などが、標準財政規模に対してどの程度

の割合を占めるのかを表す指標です。

　「将来負担比率」は、普通会計の地方債（借入金）や、契約

などで支払いを約束したものが、標準財政規模に対してどの程

度の割合を占めるかを表す指標です。

　
「資金不足比率」は、公営企業会計の資金不足額が、公営企

業の事業規模（通常の営業で見込まれる 1年間の収入の額）に

占める割合を示すものです。

　平成 29年度決算では、対象となる 3会計（水道事業会計、

下水道事特別会計、分譲宅地造成事業特別会計）に資金不足は

発生しなかったことから、資金不足比率は「無し」となってい

ます。
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歳入合計

112億
4,224万円

町税
16 億 9,029 万円
（15.0％）

地方交付税
47 億 7,563 万円
（42.6％）

国庫支出金
8 億 4,332 万円
（7.5％）

県支出金
14 億 2,352 万円
（12.7％）

町債
9 億 231万円
（8.0％）

地方譲与税
1 億 184万円
（0.9％）

分担金及び負担金・
使用料及び手数料

2 億 8,307 万円（2.5％）

その他
2 億 2,822 万円
（2.0％）

繰越金
7,599 万円
（0.7％）

繰入金
6 億 2,162 万円
（5.5％）

財政健全化判断比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、中能登
町の平成 29年度決算における「健全化判断比率」及び「資金
不足比率」は次のとおりです。

健全化判断比率 早期健全化
基準平成 28年度 平成 29年度

①実質赤字比率 赤字額なし 赤字額なし 14.19％

②連結実質赤字比率 赤字額なし 赤字額なし 19.19％

③実質公債費比率 10.8％ 11.5％ 25.0％

④将来負担比率 81.2％ 75.0％ 350.0％

① 実質赤字比率　　　　　　　　　　　　 

② 連結実質赤字比率　　　　　　　　　　 

③ 実質公債費比率　　　　　   　　　　　　　

④ 将来負担比率 　　　　　　　　　　　　  　

⑤ 資金不足比率　　　　　　　 　　　

標準財政規模…町税、普通交付税などの使途が決められていない財源

（一般財源）の合計額

公債費…借入金の返済に要する経費

公営企業…地方財政法で定められた地方公共団体が特別会計を設け

て運営する事業（例：水道、下水道、電気、ガスなど）

【財政用語解説】

■中能登町の健全化判断比率及び早期健全化

地方消費税交付金
2 億 9,643 万円
（2.6％）
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特別会計
会計名 歳入 歳出

後期高齢者医療特別会計 2億 3,248 万円 2億 3,222 万円
介護保険特別会計 22億 0,385 万円 22億 0,373 万円
国民健康保険特別会計 23億 3,028 万円 23億 2,937 万円
下水道事業特別会計 16億 6,761 万円 16億 6,754 万円
分譲宅地造成事業特別会計 5,991 万円 5,991 万円
ケーブルテレビ事業特別会計 1億 1,781 万円 1億  1,779 万円

地方債
会計名 地方債（残高）

一般会計 144億 9,568 万円
下水道事業特別会計 116億 8,013 万円
水道事業会計 30億 5,685 万円

一般会計
平成 29年度の一般会計の歳入は 112 億
4,224 万円、歳出は 110 億 3,451 万円
でした。差引額は 2 億 773 万円となり
ますが、そのうち 1 億 7,038 万円は翌
年度へ繰り越すべき財源となりますので、
3,735 万円が実質収支額となります。

※町税の内訳  
種別 歳入
町民税 7億 6,576 万円
固定資産税 7億 9,121 万円
軽自動車税 4,929 万円
町たばこ税 8,403 万円
合計 16億 9,029 万円

歳
出

歳出合計

110億
3,451万円

総務費
11 億 3,220 万円
（10.3％）

民生費
23 億 505万円
（20.8％）

衛生費
9 億 8,284 万円
（8.9％）

教育費
13 億 451万円
（11.8％）

公債費
17 億 9,236 万円
（16.2％）

議会費
1 億 632万円
（1.0％）

消防費
3 億 6,447 万円
（3.3％） 労働費

907 万円
（0.1％）

商工費　1 億 547万円（1.0％）

土木費
14 億 5,728 万円
（13.2％） 農林水産業費

14 億 5,320 万円
（13.2％）

問総務課（鳥屋庁舎）☎ 74‐ 2802

基金
会計名 基金（残高）

一般会計 81億 9,462 万円
（財政調整基金） 61億 6,432 万円
（減債基金） 1,068 万円
（その他特定目的基金） 20億 1,962 万円

介護保険特別会計 2億 0,723 万円
国民健康保険特別会計 5億 1,389 万円
水道事業会計 2,861 万円

■水道事業会計
区分 収入 支出

収益的収支 4億 3,348 万円 4億 2,911 万円
資本的収支 3億 0,937 万円 4億 3,621 万円

　自立支援事業　…………………………………　4億4,687万円
　道路橋りょう新設改良事業　…………………　4億3,942万円
　保育園運営事業　………………………………　3億6,576万円
　老朽管更新事業　………………………………　3億1,012万円
　児童手当等支給事業　…………………………　2億6,497万円
　団体営土地改良事業費　………………………　2億1,656万円 　
　鳥屋、鹿西小学校防災機能強化工事　………　1億8,738万円 　
　ラピア鹿島長寿命化事業　……………………　1億6,890万円 　
　除雪事業　………………………………………　1億2,253万円 　
　 放課後児童クラブ移転事業　…………………　1億1,381万円  
　県営土地改良事業　……………………………　　   9,985万円 　宅地造成事業　……………………………………　　   5,991万円
　鹿島中部クリーンセンター耐震補強等事業…　　   7,248万円 　子ども医療費　……………………………………　　   5,457万円

分譲宅地（能登部上）

歳　入：入ってきたお金
歳　出：使ったお金
地方交付税：町の財政状況に応じて
　　　　　　国から交付されるお金
繰入金：基金を取り崩して収入するお金
町　債：町が借り入れるお金

【財政用語解説】

災害復旧費
2,174 万円
（0.2％）
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